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第７回都市農業の振興に関する検討会 

 

 日時：平成 24年５月 22日(火)10：00～12：07 

場所：農林水産省 第３特別会議室   

 

 午前１０時００分 開会 

○田中都市農村交流課長 おはようございます。ただいまから第７回都市農業の振興に関

する検討会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方には、ご多用にも関わらずご出席いただきまして、本当にありがとうござ

います。 

 本日の委員の出席状況でございますけれども、中井委員は所用によりご欠席というご連

絡をいただいております。その他の委員にはご出席いただいておりまして、お手元の座席

表でご紹介に代えさせていただきます。 

 また、役所側の出席者につきましては、農水省側は省略させていただきますけれども、

今回も国土交通省都市計画課及び公園緑地・景観課からご出席いただいております。あり

がとうございます。 

 それでは、本日の検討会の開会に当たりまして、農村振興局長の實重よりご挨拶を申し

上げます。 

 

○實重農村振興局長 おはようございます。本日はお忙しい中お集まりいただきまして、

ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 今回、この都市農業の振興に関する検討会は第７回になります。昨年 10月に第１回を開

催させていただきまして、その後、委員の皆様方、東京の都市農業の現地視察をしていた

だきました。また、大阪や名古屋の自治体関係者の方々ら実情についてお話を承りました。

その上で各委員から資料等もお出しいただきまして、それぞれのお立場、ご見識からご意

見を言っていただきました。 

 それを踏まえまして、前回から論点を整理したものでご議論いただいております。前回

はまだまだ事務局の整理も言葉足らずな面も多々ございましたし、委員の皆様方からもさ

らに突っ込んだ意見を出していただき、こういったものを整理させていただいております。

今こういった形での論点をさらに整理するとともに、なかなか難しい、若干時間のかかる

課題もあれば、一方で急いで施策に反映した方が良い課題もあろうかと思います。そうい

ったところをご議論いただいて整理出来ればと思っているところでございます。 

 現在、５月の下旬にさしかかったわけでございますけれども、通常ですと、例年８月末

が予算の概算要求の時期でございます。そういう意味で、通常ベース、例年ベースという

ことを念頭に置きまして、省内でも予算要求に向けてどういう施策を構築していくかとい

うような議論をそれぞれの部局が行っているところでございます。そういう意味で、出来

ましたら、都市農業の振興に関する検討会のご議論を、私どもも一定の反映が出来るよう

に努力したいと思っているところでございまして、引き続きまして議論を深めていただけ

ればありがたいと思っております。 

 どうかよろしくお願いいたします。 
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○田中都市農村交流課長 お手元の資料の確認ですけれども、配付させていただいており

ます資料として、議事次第、座席表、それから、開催要領がついておりまして、委員名簿

の他に、資料１－１、前回までの検討会でのご意見を整理させていただいたものでござい

ます。資料１－２は１－１の参考資料でございます。それから、資料２として、前回、委

員から資料要求のございました「相続税の物納について」というタイトルでございますけ

れども、物納の関係の資料をお配りしております。それから、７回目ということで、席上

にこれまでの検討の資料をファイルにまとめておりますので、ご参考にしていただければ

ありがたく思っております。 

 以上、ご確認をお願いいたします。 

 それでは、議事に移りたいと思います。以下の議事進行につきましては、後藤座長にお

願いいたします。 

 

○後藤座長 おはようございます。早速、議事に入りたいと思います。 

 本日の議事でございますけれども、前回に引き続きまして、これまで検討会で各委員か

らいただいたご意見、ご提案について、とりまとめに向けた議論を第２回目として続けた

いと思います。 

 事務局には、前回の検討会でのご意見を踏まえてご議論を整理した資料を準備してもら

っていますので、その説明をお願いしたいと思います。併せて、前回、委員から要求があ

りました物納についての資料が配付されていますので、これについても一括して説明をお

願いします。その後で大きな項目ごとに皆様からご意見をいただくという形で進めさせて

いただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局から説明をお願いいたします。 

 

○沖都市農業室長 それでは、ご説明をさせていただきます。 

 資料１－１をご覧いただけますでしょうか。これは、これまでの検討会、第１回から第

６回における主なご意見を項目別に整理したものでございます。目次のところにございま

すとおり、５つ、大きなテーマごとにご意見を整理したものを準備いたしました。順次ご

説明をさせていただきます。 

 １ページでございます。１番、都市農業・都市農地を取り巻く環境の変化についてです。

都市農業・都市農地を取り巻く環境の変化について認識の共有化が必要であるというご意

見をいただいております。都市農業・都市農地を取り巻く環境や都市住民の評価が大きく

変わってきている。このことが議論の大前提であり、これまでの制度の転換が必要である

ことをまず最初に述べるべきであるというご意見でございます。 

 このことを踏まえまして、資料１－２という形で、これまでの検討会における資料等を

基に、世の中こういうふうに変わってきたということを整理しております。資料１－２の

１ページをご覧いただけますでしょうか。 

 まず、(1)新都市計画法制定の背景と市街化区域内農地の位置付けでございます。現行の

新都市計画法は、高度経済成長に伴い都市への急激な人口流入と産業集中が進む中で、無

秩序な市街地の拡大を防止しつつ宅地開発需要等に対応していくために制定されたもので
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ございます。 

 この法律では、市街化区域はおおむね 10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき

区域というふうに位置付けられております。一方で、市街化区域内農地のうち、良好な生

活環境の確保に相当の効用を持ち、かつ、将来的な公共施設等の予定地として適している

ものについては、生産緑地地区に指定し計画的に保全するという仕組みも並行して設けら

れております。 

 次のページをお願いいたします。このような制度の下、運用が続けられておりましたけ

れども、バブル期において地価の高騰がございました。これを受けまして、三大都市圏特

定市では、宅地化の促進と税負担の公平の確保が強く求められるようになったところでご

ざいます。 

 このような状況を受け、市街化区域内の農地については、「宅地化する農地」と「保全

する農地」に区分が行われました。「宅地化する農地」については、固定資産税の宅地並

み課税、相続税納税猶予制度の不適用といった措置が適用され宅地化が促進され、「保全

する農地」と位置付けられた農地については生産緑地地区への指定が行われたという経緯

でございます。 

 ３ページをお願いいたします。このような制度上の位置付け等もございまして、市街化

区域内の農地面積は漸減傾向ということでございます。一方で、生産緑地地区内について

はおおむね保全が図られているという状況にあります。 

 人口の減少、高齢化等、我が国の社会構造は大きな変化を迎えているところでございま

す。また、社会の成熟化が進み、都市住民の意識の多様化も進んでおります。 

 このような中、右のグラフですけれども、各種のアンケート調査においては、多数の都

市住民が都市農地の保全を要望すると、このような状況に変わってきております。 

 ４ページをお願いいたします。このような状況の変化を踏まえまして、都市計画行政に

おいても、急速な都市化対応に追われてきた制度体系のあり方や運営の方向性を転換する

必要があるという認識の下で、現在議論が進められているという状況でございます。 

 資料１－１に戻っていただきまして、このような大きな状況の変化の中で、(2)で、今後

の都市農業・都市農地の位置付けをどのように考えていくかということについて、３つ意

見をまとめております。 

 １つ目といたしまして、生活者のそばにある農業がおざなりにされ、消費と生産の間に

あまりにも距離が出来た結果、消費者は農業・農地の公益的な機能を肌で感じることが出

来なくなり、公益的機能に対し「共益費」を負担するという意識が失われている。このこ

とが、健全な国土の維持に支障を生じており、消費者のそばにある都市農業の存在感を高

めることが必要である。 

 ２つ目といたしまして、都市農業が、都市農家の生業としての農業問題であると同時に、

都市の人々の暮らしに関わる問題、都市のあり方の問題としても位置付けられることとな

るよう、農業・農地と都市住民の関わりを深めていくべきであるというご意見がございま

した。 

 それから、３点目といたしまして、都市農地を良好な都市づくりに活かし、市街化区域

の中で宅地と農地が共生する、日本独自のまちづくりを目指すべきであるというようなご

意見をいただいたところでございます。 
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 次に、２ページ、３ページでは、都市農業・都市農地が果たすべき機能についていただ

いたご意見を整理いたしております。 

 まず２ページは、都市農業・都市農地が果たすべき機能の分類に当たっての考え方につ

いてのご意見でございます。都市農業・都市農地の果たすべき機能は、①、農業生産活動

が行われることにより発揮される機能、②、その結果、農作物が植え付けられ、建物が建

たないことで発揮される機能の二つに分けることが出来、それぞれごとに整理が可能であ

る。このように整理した上で、各都市が必要とする機能や講ずべき施策の議論を進めるべ

きであるというご意見をいただきました。 

 このご意見を基に、資料１－２の５ページでございますが、これまでの検討会における

ご意見等を基に機能を分類してみた案でございます。簡単にご説明をさせていただきます。

大きく３つに機能を分類しております。１番目が農業生産活動が行われることにより発揮

される機能。２つ目が、１点目の結果、農作物が植え付けられ、建物が建たないことによ

り発揮される機能。そして、３つ目が身近に 1点目や２点目の機能を実感出来ることで発

揮される機能。このように３つに区分して整理をいたしました。 

 まず１番目、農業生産活動が行われることにより発揮される機能ですけれども、大きく

２つございます。 

 １つが、新鮮で安全な農産物の供給という機能でございます。消費地の中で生産された

安全な農産物が地元の消費者等に対し、直売等を通じて新鮮なうちに供給されるという機

能でございます。 

 ２つ目が、身近な農業体験、交流活動の場の提供という機能でございまして、日常生活

の中で都市住民が余暇、教育、福祉等の多様な目的で農地を利用することが出来、これを

通じてコミュニティや新たな雇用の場が形成される等の機能でございます。 

 ２点目でございますが、農業生産活動が行われる結果、農作物が植え付けられ、建物が

建たないことにより発揮される機能、３点に整理いたしました。 

 １点目が防災空間の確保という機能でございます。建築物の密集する都市における貴重

な空き地として、震災の際、火災の延焼が防止され、避難場所・仮設住宅建設用地として

利用される機能、あるいは、大雨の際、雨水を保水する機能が挙げられるかと思います。

なお、建物が建たないことによる効果ではございませんけれども、農業生産活動が行われ

ていることに伴い、そこで用いられているビニールハウスや井戸が災害時に活用出来ると

いう面での防災機能もございます。 

 ２点目が良好な景観の形成という機能でございます。市街地の中の貴重な緑地空間、水

辺空間として、都市住民が生活にやすらぎや潤いを感じることが出来る機能でございます。 

 ３点目が国土・環境の保全という機能でございます。都市の緑を形成する主要要素の一

つとして、ヒートアイランド現象の緩和、地下水の涵養等の役割を果たすという機能でご

ざいます。公園とか緑地が果たす機能とよく似たような機能かと思います。これが②に整

理されております。 

 ３番といたしまして、身近に今申しましたような機能が実感されることで発揮される機

能、農業への理解の醸成という機能でございます。身近に存在する都市農業を通じて、都

市住民の農業への理解を醸成するというような機能があるというふうに整理をいたしまし

た。 
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 このように分類される機能につきまして、資料１－１に戻っていただきまして、３ペー

ジでございますが、多面的機能の活用に関する方針の明確という観点からいただきました

ご意見を整理しております。 

 (1)、各都市における方針の明確化という観点からのご意見です。関東・首都圏の畑作中

心の都市農業と、関西や中京圏の水田中心の都市農業では状況が異なり、また、同じ圏域

でも都市によって農地の賦存量、住宅の密集度、公園・緑地の整備状況等は異なる。この

ため、農業・農地に求められる機能は都市ごとに異なるものとなる。 

 これを受けまして２つ目のご意見でございます。都市における農業・農地の位置付けや

その活用方針については、個々の都市が地元の状況を踏まえて明らかにしていくべきであ

る。そのためには一定のエリアごとに住民や農業者を交えた議論が必要である。 

 ３点目でございますが、そのような議論を進めていく前提といたしまして、個々の都市

において農業・農地が現在果たしている機能やその受益者を具体的に把握することが必要

である。そのようなご意見をいただきました。 

 (2)といたしまして、各都市で位置付けられた多面的機能の発揮に向けた措置、どういう

ことをすべきかという観点から大きく２つご意見をいただいております。 

 地方自治体が定められた方針に即し計画的に施策を進めていくこととなるよう、機能ご

とに数値目標を定め、一つひとつの施策に裏付けを与えていくことが必要である。また、

その達成状況をグラフ化して示すことで、施策の意義について住民等の理解を得ていくこ

とが有効である。 

 ２つ目のご意見といたしまして、国においても、地方自治体等が必要とする取組を支援

することが必要である。このようなご意見をいただきました。 

 ４ページ、５ページをご覧いただきたいと思います。そのような多面的機能の発揮を支

援するために具体的にどのような措置が必要となるかということについて、いただいたご

意見を大きく４点にまとめてお示ししております。 

 まず１点目は、都市住民の理解の醸成という観点から必要となる措置についてのご意見

でございます。市街化区域の都市計画上の位置付けを反映し十分な耕作が行われてこなか

ったこともあり、都市住民が農業・農地の多面的な機能を実感出来る状況になっていない。 

 施策や制度改善への支持を得るためには、都市住民が消費や体験を通じ都市農業・都市

農地に実際に関わることが必要である。 

 都市農地が都市の緑を補完するものとしてどのように役立っているのか。抽象的・総論

的にではなく、経済的評価、なくなった場合のシミュレーション、管理費用の比較等を用

いて、分かりやすく、説得力のある形で伝えることが必要である。また、市民が多面的機

能を体験出来る取組も有効である。このようなご意見をいただいております。 

 次に、農業生産の支援という観点からいただいているご意見を整理しております。 

 １点目は、都市農家の後継者不足は都市農地の減少に直結する。都市農業は、地域によ

っては業として成り立たなくなってきており、自治体、農協等が一体となって振興施策を

講ずるべきである。 

 ２点目といたしまして、後継者がやりがい、生きがいをもって農業が出来るよう、農業

体験農園や施設園芸といった都市農業の特徴を踏まえた営農類型に対する支援を進めるべ

きである。また、経営面積が小規模である等の都市農家の実態に即した支援策を講ずるべ
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きである。このようなご意見をいただいております。 

 ３点目といたしまして、多様な市民による農地利用の推進という観点からいただいたご

意見を５ページの頭に整理しております。農業と市民の連携という社会的なすう勢を反映

し、市民農園、農業体験農園、観光農園等の取組を振興することが必要である。また、個

人を対象とするものだけではなく、職員の福利厚生を目的とする企業やＮＰＯ、サークル

などの団体を対象とした農園開設を支援するなど、各種の需要に対応していくことが必要

である。 

 ２つ目の○といたしまして、農業体験農園や地方自治体の農業講座などを通じて技術を

身につけた都市住民が農地の管理に関わっていけるような仕組みを考えることが必要であ

る。 

 ３つ目の○といたしまして、福祉や教育などを目的とした多様な農地の利用について、

現場では様々な課題が指摘されている。農政と農政以外の部局とが連携を強化するととも

に、支援策を充実させることが必要である。このようなご意見をいただいているところで

ございます。 

 最後に、４点目といたしまして、防災その他の公益的機能の発揮という観点からのご意

見を整理いたしております。 

 防災協力農地について、しっかりとした契約を締結し防災兼用井戸も整備する等、準備

の水準を高めることが必要である。その際、行政、住民、農業者等の関係者が十分に話し

合い、納得の上で取り組むような手順を大切にすべきである。 

 ２つ目の○といたしまして、水田の防災機能を維持するためには、水路の管理、雑排水

対策等が必須である。都市の特色を踏まえ、多様な主体が関わる管理手法を考えることが

必要である。 

 ３つ目の○といたしまして、防災、景観形成、国土・環境保全等の都市農地の公益的な

機能について、消費者や都市住民が主体的に関わりながら維持していく仕組みが必要であ

る。また、そのような機能を維持していく観点から農家への支援策も必要である。このよ

うなご意見をいただいたところでございます。 

 ６ページをお願いいたします。最後に、制度面での様々な検討課題、ご提案、ご意見を

いただいておりますので、大きなテーマごとに整理をしております。 

 まず最初は都市農地についての税負担の問題でございます。ア．課題といたしまして、

大きくは次の３点、問題点をご指摘いただいております。 

 都市農家の相続財産には不動産賃貸業の敷地や屋敷地もあり、相続税納税猶予制度では、

これらに係る相続税のための農地売却は抑制出来ない。このような問題が一つでございま

す。 

 また、農業用施設用地については、相続税の納税猶予が適用されないため、作業効率を

犠牲にして施設をコンパクトに作らざるを得なくなっている。 

 ３点目といたしまして、固定資産税について、三大都市圏特定市では生産緑地を除く市

街化区域内農地は宅地並み課税という扱いとなっており、農業の継続が困難である。この

ような課題点のご指摘をいただいたところでございます。 

 イ．といたしまして、どのような対策が考えられるかということについてのご提案、３

点いただいております。 
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 農地の確保を政策目標とするのであれば、現行の相続税納税猶予制度について、農業用

施設用地、屋敷地、平地林までを対象とする仕組みが必要となるのではないか。 

 ２つ目といたしまして、農業用施設用地や屋敷林も対象とした「緑農地」の制度を設け、

これらの土地については相続税納税猶予の対象とすべきではないか。 

 ３つ目といたしまして、三大都市圏特定市の「宅地化すべき農地」についても、農地と

して使われている限りは、固定資産税の課税上、農地扱いとすべきではないかというご提

案でございます。 

 これらのご提案を踏まえ、さらに検討を進めていく上での留意点といたしまして、大き

く５つのご意見をいただいておりますので、ウとして整理をいたしました。 

 １つ目でございます。相続税納税猶予制度の対象に農業用施設用地、屋敷地、平地林ま

でを加えるとした場合、税負担の公平性という問題が出てくる。土地利用規制に関しどの

ような措置を設けるか、検討が必要ではないかというご意見でございます。 

 ７ページにまいりまして、２つ目として、すべての都市農地が多面的機能に貢献してい

るわけではなく、一律にその保全のためには税制上の優遇措置が必要と説明したのでは国

民の合意は得られない。個々の地域においてどのような形で効果が発揮されているのかか

ら説明していくことが必要ではないかというご意見です。 

 それから、具体的な施策の検討に当たっては、他の土地利用とは異なり、どのような理

由から都市農業を優遇する必要があるのか、その公共性を説明し、国民合意を得ることが

必要ではないかというご意見をいただいております。 

 さらに、都市農地について農業以外での利用を必要とする立場もございます。都市農地

の公益性を意識しつつ、同時に都市的利用への目配りも必要ではないかというご意見をい

ただいております。 

 最後に、都市住民の理解の下で検討が進められるよう、税制等の仕組みや相続の実態を

わかりやすく知らせるという努力が必要ではないかというご意見をいただいているところ

でございます。 

 それでは８ページをお願いいたします。賃貸借の促進という観点からいただいておりま

すご意見をまとめて整理いたしました。 

 まず、課題と提案として２つございます。市街化区域内農地について、意欲的な経営体

が経営規模を拡大し、多様な市民が農地を利用出来るよう、また、農地所有者が営農を続

けられなくなったり、農業技術を持たない相続人が農地を相続した場合でも農地が保全出

来るよう、相続税納税猶予制度の特例を設ける等により、賃貸借の促進を図るべきである。 

 ２つ目といたしまして、相続税納税猶予制度に関し営農困難時貸付けの制度が出来たが、

借り受けた者が「主たる従事者」となり生産緑地法に基づく買取り申出が困難となるため、

事実上利用出来ないでいる。生産緑地法の要件緩和が必要ではないか。 

 このような２つのご意見をいただいているところでございます。 

 これに対し、検討を進める上での留意点として大きく２点ご意見をいただいております。 

 １点目は、市街化区域内農地の賃貸借を促進するためには、どのような条件が必要なの

かを明らかにすることが必要ではないか。 

 ２点目といたしまして、農地の賃貸借に対する土地所有者の意向、税制の影響等を丁寧

に把握した上で、実効性のある総合的な対策を立案することが必要ではないか。そのよう
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なご意見をいただいたところでございます。 

 最後に、９ページでございますが、土地利用計画制度に関していただいたご意見を１枚

に整理いたしております。 

 まず課題と提案でございます。都市農地を都市計画法制において積極的に位置付けるべ

きである。これにより都市計画や税制の充実にもつながっていく。 

 ２点目、都市農地に係る土地利用計画制度について、１つ目でございますが、都市の側

から見て重要性の高い農地については、農業者が交代したとしても維持出来る仕組みを設

け、そこまでではないが一定の価値のある農地は契約により一定期間の営農を担保する等、

個々の農地の価値に合った対応が可能となる制度を設けてはどうか。 

 ２つ目のご提案といたしまして、都市の側から見て重要性の高い農地について、行政に

よる買取等の保全策を設けてはどうか。 

 ３点目のご提案といたしまして、生産緑地制度の対象を農地、農業用施設用地及び屋敷

林とし、これらについて農業振興地域内の農用地区域に準じた施策を講じ、また、これら

の全体を相続税納税猶予制度の対象としてはどうか。 

 ４点目のご提案といたしまして、生産緑地地区の指定について、500 ㎡以上という下限

面積要件を緩和してはどうか。 

 最後に、老朽化した住宅の撤去と組み合わせ、宅地を農地に転換する手法を導入しては

どうか。 

 このような様々な具体的なご提言をいただいたところでございます。これらについて検

討を進める上での留意点といたしまして、次のようなご意見をいただきました。 

 土地利用に関する制度は多様な国民の利害に密接な関連があり、多数の国民に大きな影

響を与える。制度改正のためには相当の議論が必要であり、様々な分野からの意見を基に

丁寧に議論を深めていくことが必要ではないか。そのようなご意見をいただいたところで

ございます。 

 併せて資料２についてご説明をさせていただきます。資料２は、前回の検討会で相続税

の物納について、その趣旨等について整理して欲しいという宿題があったことを受けた資

料でございます。 

 まず相続税の物納制度の概要でございます。租税債権はすべて金銭債権として成立・確

定しているということでございます。したがいまして、租税債権の納付は金銭によること

が大原則になっており、この旨が国税通則法にも規定されているところでございます。 

 ただし、相続税につきましては、所得税等とは異なりまして、相続財産そのものを課税

対象とする財産税としての性格を有している税でございます。このようなことから、納付

すべき相続税額を延納したとしても金銭で納付することが困難な場合に限り、相続した財

産そのものによる納付、すなわち物納を例外的に認めているというものでございます。規

定は相続税法の中にございます。 

 その下に最近の物納に関する実績の推移を簡単にご紹介しております。平成 22年、物納

の許可をされた人数は 503名、許可された金額は 371億円でございます。なお、これは農

地に限ったものではなく、物納全体についてのデータでございます。一方で、この年の相

続税納税者である相続人の数は 12万 2,740名でございまして、物納が許可された人数の割

合を試算しますと、大体 0.4％ということでございます。 
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 このような趣旨で認められている物納された土地をどう処分していくかということにつ

いての決まりをご紹介いたします。物納されました不動産は、財務省が国有財産、普通財

産として管理する形になります。物納不動産につきましては、相続税の金銭による納付が

困難な場合に限り、金銭に代わる物として納付されたものであるという背景がございます

ので、財務省理財局では、売却等早期処理を行うということを基本方針としております。 

 それでは、売却の場合、どのような扱いになるかということでございます。国有地の売

却の際は、公用、公共用の理由が優先ということでございます。しかしながら、地方公共

団体等から取得要望がないという場合には、一般競争入札に付されまして、それにより売

却をされていくというような仕組みになっているということでございます。 

 資料につきましては、以上でございます。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、資料１－１に基づく議論に入る前に、今日説明いただいた相続税の物納につ

いての資料について何か質問等がありましたら、お願いしたいと思いますけれども、いか

がでしょうか。 

 お願いします。 

 

○安藤委員 売却の一番下に「国有地の売却の際には、公用、公共用の利用を優先」とあ

りますが、「公用」「公共用」の内容がどのようなものであるかということが、農地が農

地として残るかどうかに大きい影響を及ぼすのではないかと思います。そこがどうなって

いるかが気になるところです。 

 また、そうした売却の場合は価格面で優遇措置があるかどうかも大きな問題です。つま

り、国税庁としては換金して現金にしなければなりませんから、安くは売れないと考えら

れます。しかし、高い価格では自治体は買うことはできないでしょう。この公共用をどう

認めるか如何で、国から地方自治体への売却価格の引き下げがあるとすれば、この制度は

活用できると思うのですが、その可能性は乏しいように思えますがどうでしょうか。いず

れにしても「公用」「公共用」に伴う特例があるのかないのか。 

 もし、そうした特例がないような場合、例えば、農地のまま農業投資価格のような安い

価格で自治体は一旦購入し、転用されない間はそのままとするけれども、仮にその農地が

転用された場合は差額をしっかり支払うといったことは考えられないでしょうか。相続税

納税猶予の地方自治体に対する国有地提供版とでも呼べばよいのでしょうか、そうしたこ

とも考えられないことはないかなとも思いました。ただし、その場合も「公共」「非公共」

の内容が問われることになるはずですので、その規定を確認したうえで、こういう場合に

は安い価格で譲渡するという特例があれば教えていただければと思います。これがどうな

っているのか、ここに農地が組み込むことが出来るかどうか、制度上、工夫の余地がある

かどうかの検討が出来るかのではないかということです。 

 それから、基本的な私の考え方ですけれども、公有地を増やしていくことが良好なまち

づくりにつながるだろうと思っています。ただし、自治体にはそれだけの農地を買うお金

はなかなかありません。そうした中で、このように物納された農地を、いろいろな条件は

付くとは思いますが、可能な限り自治体の管理下に置くことが都市計画等の自由度を増大
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させて、良いまちづくりにつながると思っています。この物納された農地を、何とかそう

したものとして寄与させることが出来ないかとイメージしているということです。 

 しかし、物納は入口がすごく厳しいですよね。金銭で納付することが困難な場合に限る

という非常に厳しい条件がついているというのが私の認識です。これはむしろ現場の農家

の方々の方がいろいろな事例をご存じだと思いますが、物納する場合は、手持ちの現金を

ほとんど国に渡さなければならず、ある意味、農家はキャッシュフロー危機に陥らざるを

得ないことになるわけです。相続が発生してから、１年間でしたか、もっと短くて 10カ月

でしたでしょうか、それまでに税金を納めなければならないのですから。そのため不動産

業者に足元を見られて買いたたかれてしまう可能性もあります。 

 物納要件を厳しくしているのは、むしろ物納をとりたくないという国税庁さんの意向が

見え隠れしているようにも思えます。この入口のところを、ゆるくするのは難しいとは思

いますが、物納で農地が入ってきて、それが公有地として残っていくような仕組み、その

ための入口の工夫を何とかして考えられないかと思っています。最初は出口の話から始め

ましたが、物納農地の受入れのハードルを下げることも検討していただければと考えてい

ます。とはいえ、本日の説明を伺う限りでは難しいとも思っています。 

 もう一点つけ加えますと、ヨーロッパ等での市民農園の敷地のかなりの部分は公有地の

はずです。民有地ではなかったと記憶しています。そうした公有地を増やしていくことで

市民農園の安定的な提供が可能になるのだとすれば、手始めとして、ここから何らかの手

を入れていくことができないだろうかと思った次第です。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ありがとうございます。 

 では、まず事務局から説明いただいて、その後で、農業者の立場から何かご意見があれ

ばお話いただければと思います。 

 

○沖都市農業室長 ご説明をいたします。 

 まず、減額についてですが、国有財産を安価に売却出来る場合というのは法律でケース

が限定されております。また、これに該当する場合であっても、基本的に物納された財産

というのは金銭の代わりに物納されたものであるということで、安価に売却することはし

ないと伺っております。 

 また、行政に売却する場合には随意契約が可能な場合があります。そうでなければ一般

競争ということで、条件の良い土地は競争の結果どうしても価格がつり上がることになり

ますが、随意契約で売却が可能という面では行政は有利性はありますけれども、特に時価

よりも、相場値よりも下げるということはしないという整理とのことでございます。 

 

○榊田委員 もしデータがあったらですけれども、今のことに付随してお伺いしたいんで

すが。今の仕組みですね、物納されたものは売却など早期処理を行うのが基本方針という

のは分かるんですが、各地を回っていると、物納されたと思われるような農地にそのまま

看板が立って残っているところがかなり出てきているわけで、早期処理がどこまで出来て

いるのかというか、実際に競売していれば公有地にしていくという優遇策も出てこないと
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思うんです。けれども、余ってどうしようかなという感じになっていると、こちらの方で

もまだ議論の余地があるのではないかと思うので、現状としてどれぐらい売却になってい

るのか、物納された農地がどれぐらい有効活用されているのかというような数字があった

ら、ぜひ教えていただきたいと思います。 

 

○沖都市農業室長 財務省が公表しているデータによりますと、一般競争入札による国有

財産の売却の成約率は、直近で一番高いのは平成 15 年度で 81.1％でございます。それが

徐々に落ちてきておりまして、平成 22年度の速報値は 33.7％です。このことについては、

市場性の高い財産が少なくなっていることや、経済状況を反映し、成約率は低迷している

というふうに説明されております。 

 このような状況の中で、例えば短期の賃貸借を可能にするというような形で、物納財産

が少しでも収益が上がるようにという工夫は理財局、財務局でもしているというふうに聞

いておりますので、そういう仕組みを活用することは考えられるのかなと思います。 

 

○後藤座長 榊田委員のご発言は、農地に関して、物納された農地のうち、どのくらいが

売却されて、どのくらいが残っているのか、物納されてから売却処分されるまでに平均ど

のぐらいかかっているのかなどのデータがもしあるのであれば出して欲しいということだ

と思いますのでよろしくお願いいたしたいと思います。 

 はい、お願いします。 

 

○加藤(篤)委員 昨年度の環境省の税制改正要望で、物納劣後財産、つまり国定公園のそ

ばの森林などが物納劣後財産になるわけですよね、普通の人にとっては。それを物納劣後

財産としないで、それだけの価値がある時には相続の物納の対象にして、なおかつ、環境

省に付け替えて国定公園に編入するみたいな、そういうロジックがあったと思うんです。

意味付けとか、いろいろな環境上ちょっと厳しいかもしれませんけれども、物納したもの

をそのまま国定公園にしたという事例があるということは結構大きなことだと思うので、

今後の参考にしてはと思います。 

 

○𡌛島委員 農地を確保すると、何万㎡か知らんけれども、食料自給率を上げていく。こ

れは農水省の方針ですか、国の方針ですか。 

 

○實重農村振興局長 閣議決定になっております。これは食料・農業・農村・基本計画の

中で食料自給率、それから、それを達成するための農地面積を規定しております。したが

いまして、国の方針ということです。 

 

○𡌛島委員 国の方針ですね。国に農地を物納して、それを早く売却しなければいけない

というのはここで見る限り局長通達だわな。これはどっちが重いの。 

 

○實重農村振興局長 私ども農水省にも局長通達は多々ございますが、それぞれ根拠法が

ございまして、局長限りということではございません、法律に基づいて行っておりますの
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で。財務省の場合も国有財産法とか、こういった法律に基づいてその運用として定めたも

のだと思います。したがいまして、これも国の方針ということだと思います。 

 

○𡌛島委員 では、これは局長通達の方が優先されるということ？ 

 

○實重農村振興局長 税の手続という面ではそのようになろうかと思います。 

 

○𡌛島委員 はい、わかりました。 

 

○後藤座長 いいですか。 

 実際に農業をやっていらっしゃる方から見て、現在の物納制度というものについて、問

題点なり、こういうふうに変えるべきではないかというような点がありますか。あったら

付け加えてご発言いただきたいと思いますけれども、特にありませんか。 

 では、お願いします。 

 

○小林委員 僕も何年か前に相続したんですけれども、物納まではいかないで、その前に

売らざるを得ない状況になるんですが、物納してそれが大いに活用されるということは、

公共用というけれども、そこに都市計画なりしっかりしたものがないと、せっかくの農地

を公共用として扱えないわけですよね。それが一点。 

 もう一つは、地方財政に財政的な能力というか余裕がないから、買いたくても買えない。

この２つを解決する方法がないと、農家も農地を売って 30坪の家が出来るよりも、市民農

園とか何か公共用に使ってもらう方が、先祖代々の農地を守ってきたという慰めといいま

すか、そういう気持ちになるんだけれども、今のままだと申しわけないような気持ちが優

先するような状況だろうと思うんです。 

 だから、この２点を何かの形でもう少し担保してくれないと、物納してもなかなか活か

されないのではないかと思っています。 

 

○後藤座長 ありがとうございます。 

 では、野岸さん、お願いします。 

 

○野岸委員 物納については農家の方から、物納で農地を納めたいけれども、税務署の方

が農地では売却等がこの後出来ないということで認められないという話をよく聞きます。

そのために相続人全員で先に農地転用された後、物納されたというようなこともよく聞い

ております。 

 それから、進入路等がないような農地については物納は受けてもらえないということで、

相続税を払うに当たって近辺のデベロッパーに足元を見られて、安く農地を手放して相続

税を払っているというような実例も多く見られます。農地として物納が認められないとい

うことで、これが後の売却等の早期処理につながってきているのかなと。推測ですけれど

も、そういったのにつながってきているのかなと。その時点で農地はなくなっているよう

な状態が実例的には多く見受けられます。 
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○後藤座長 今の点について事務局で何か補足的に説明がありますか。 

 

○沖都市農業室長 例えば、進入路がない、家が建たない土地ということになりますと、

国としても受けても処分出来ないわけですから、受けられないということになります。し

かし、それはやむを得ないと言えばやむを得ない。デベロッパーの方は進入路をつけられ

るような交渉をすることを前提にその土地を買うということになりますので、それはしょ

うがないのかなという感じがいたしました。国としても処分出来ないものは受け取れない

という意味で。 

 

○𡌛島委員 先ほどの局長通達に戻るんだけれども、国の方針として農地を確保して自給

率を上げるんだから、財務省自身が、国自身が農地を持って、そのまま農地として持てる

ような法律制度が出来れば、農地の確保、自給率、国の方針に従えるわけだな。ここは売

却しなければいけないということ自身が反するような気がするので、もともとの大原則に

則った法律制度に変えるべきじゃないんでしょうかね。 

 

○後藤座長 ご意見をいただきましたが、いかがでしょうか。 

 

○實重農村振興局長 ご意見として承らせていただきます。現行の制度がこうなっている

ことの意味について考えてみますと、農地面積を平成 32年に 461万ヘクタール確保しよう

ということが閣議決定しておりまして、これについては食料・農業・農村基本計画に書い

てあり、また、計算上のベースになっております。農地をどのように確保するかというこ

とについては、かなり政策的な裁量がございます。その中で、残念ながら今の都市農地、

市街化区域内農地は、10年以内に転用するというような位置付けになっているというとこ

ろがネックだろうと思います。税法の問題というより、土地利用制度の位置付けから議論

しなければならない問題であろうと思います。 

 一方で、国有財産法の……。 

 

○𡌛島委員 だけど、今それを変えるべくこれをやっているんじゃないの。 

 

○實重農村振興局長 おっしゃるとおりです。ですから、続けてご説明したかったのは、

今ご議論のような国有財産の売却なり税の手続きといったものについては、国有財産や税

の方の論理がございますので、それによって成り立っていると。対象が農地、あるいは都

市農地、あるいは市街化区域内農地だけではございませんで、先ほど見ていただいた資料

にございますように、いろいろなものを含む物納ということでありますので、それ全体で

論理が成り立っている。 

 したがいまして、税の方から直していくというのではなくて、当方の市街化区域内農地

の位置付け、あるいは、市街化区域内農地についての考え方、こういうところから直して

いかないと、税の方の出口からアプローチしようと思ってもなかなか難しいと思います。

それがまさにこの検討会の意義だろうと思いますので、ご議論を頂戴しているところでご
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ざいます。 

 

○後藤座長 はい、どうぞ。 

 

○加藤(義)委員 今、局長さんのご意見を承りまして、私も、税制だけで議論しても出口

も見えないですし、そこに包括的な新法が必要だと思うんです。以前、都市農業振興法と

いう話をさせていただきましたし、都市側の認定農業者という話もさせていただきました

けれども、今回の「主なご意見」の中には入ってこないと。今までいろいろな意見、各委

員さんの意見をチェックしてくださいという依頼がありますけれども、その中で様々な意

見が出ていても、ここには出てこないものもたくさんある。どういう振り分けをしている

のか、そこをお聞きしたいんですけれども。 

 

○後藤座長 では、まず最初にそれに答えていただいた上で……。 

 

○沖都市農業室長 今ご指摘ありましたご意見は、一つは基本法的なものが必要ではない

かということと、都市農業の場合、例えば大阪などに見られるような、認定農業者になれ

ないぐらいの規模の方についても、そういう方を対象にした支援策というんでしょうか、

そういう制度が必要ではないかということかと思いました。 

 後者につきましては、私としては今回の資料の４ページの(2)に盛り込んだつもりでござ

います。４ページ、(2)の２つ目の○の「また」と書いてある部分です。「経営面積が小規

模である等の都市農家の実態に即した支援策を講ずるべき」というところに、その趣旨を

整理したつもりでございます。 

 それから、前者、基本法あるいは振興法というものが必要ではないかというご意見につ

きましては、前回のこの場でひととおり議論が交わされまして、そのやりとりの中で、基

本法的なものについて、農政の世界では食料・農業・農村基本法がまず基本にあり、そこ

で都市農業についても規定が置かれており、それを踏まえて食料・農業・農村基本計画の

中にも都市農業のあり方についての規定があり、これがどんどん成長していると、そうい

うご説明をいたしました。 

 都市農業だけで法律を一本書くとなれば、では中山間はどうなるのかと、様々な基本法

が乱立することになるのではないかというようなやりとりがあったことを踏まえ、今回の

この紙には書かなかったわけですけれども、ちゃんと書くべきであるというご指摘ですの

で、申しわけありません、次のバージョンと言うのでしょうか、今後まとめていく中で委

員からのご意見としてきちんと盛り込むようにいたします。 

 

○加藤(義)委員 これは「主なご意見」ということなので、そこはくれぐれも記載してい

ただきたいと思います。 

 

○後藤座長 最後にそのことを少し議論したいと思っていたんです。確かに言われるよう

に、最後のまとめではなくて、今までの議論のまとめなわけですから、出た議論について

は、反対意見があったということも含めて途中の段階のペーパーとしては、ちゃんと残し
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ておくことは必要だと思います。 

 最後に公表するペーパーについては、全部の意見が入らないということも当然あるとは

思いますけれども、途中の段階では議論の跡がたどれるように残しておくべきだと思いま

すので、まとめとしてはそういうふうにしていただきたいと思います。特に今言われた都

市農業の基本法とか振興法のことは色々議論になったのでお願いしたいと思います。 

 それでは資料２についてあと１時間程度ですが、残りの５項目について順番に議論して

いただきたいと思います。 

 まず１番目、都市農業・農地を取り巻く環境の変化ということについて、２つにまとめ

てありますけれども、これについてご意見をいただきたいと思います。この点は都市の農

業、農地をどのように位置付け、どのような方向で施策を展開すべきかを考えていくとき

の基礎になる重要な論点だと思いますので、さらに議論を深めていただけたらと思います。

よろしくお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

 はい、どうぞ。 

 

○加藤(篤)委員 最初の(1)のところですけれども、「都市農業・都市農地を取り巻く環境

や、都市住民の評価が大きく変わってきている」と。都市農地・都市農業の評価が良くな

ってきているという意味なのでしょうが、それだけではなくて、現行制度が旧農地法の自

作農と自作農主義に厳しく限定されたものであるがために、現在の都市農業が苦境に立た

されているということを私も意見で発表したんですけれども、この部分は非常に大事なと

ころだと思うので、議論の前提として必ず入れていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○後藤座長 他にどうですか。はい、お願いいたします。 

 

○二村委員 私はいつも担当の常務と交代で出てきているものですから、全部のことを把

握しているわけではないんですけれども、今伺っていまして、名古屋は少し状況が違うの

かなと感じています。名古屋市は 226万の人口の大都市と言われているんですけれども、

市内にまだ 1,400haの農地が残っているところですし、農業振興地域が水田ばかりですが、

まだ 300ha残っています。 

 実は今日で３日目なんですけれども、市民や児童に田植えを体験していただいています。

河村市長は、ユニークな方で、市内に 260の小学校がありまして、それぞれ１ha程を管理

してもらえれば市民や子供たちに農業の大切さを訴える事がでるはずだと。そして、足り

ない部分は全部農協がカバーしてほしいと言うお話なので、現実問題少し難しいと思いま

す。市との提携で市民水田があり、小学校５年生を対象に「ふれあい田んぼ教室」を開放

しています。すごい良い光景だと思っています。 

 今、東京や大阪の方のお話を聞いていますと、そういうことができるスペースがなくな

って、農業とか農地を戻すことが非常に難しいと感じます。今のところ名古屋市では細か

い作業などは農協の職員が対応しています。継続的に期待されていますが、これ以上は困

難かなと思います。行政と地域住民とタイアップすることは、非常に大事ですから、これ

を機会にシステムを構築していただくとありがたいと思います。名古屋にはまだ農地が残
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っていますから、これ以上減らさないよう、多面的に検討していただきたいと思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 

○小林委員 ここの部分は、今回、良くまとめていただいて、非常に理解しやすいので、

その点に対して感謝したいと思いますが、ここの１の項目は、これまでの制度の転換が必

要であるということ以上に、もう転換されて、社会情勢が変化しているにも関わらず 20

年近くも放置しておくことが問題なので、早急にこの議題に即応した制度を作っていかな

ければいけないというのをここに入れてもらわないと。そうすると１も非常に明確になる

だろうと思いますので、ぜひそこを追加してもらいたいと思います。 

 

○榊田委員 小林さんの話にもつながるんですが、保全する農地としての生産緑地と、生

産緑地の申請をしなかった市街化区域の宅地化すべき農地と分けられているわけですけれ

ども、私ももうちょっと踏み込んだ表現で環境の変化を書いていただけるとありがたいと

思っているのが、宅地化する農地となっている生産緑地以外の農地が、宅地として有効に

利用されているのかどうかと。バブル崩壊後、ガラガラの駐車場になったままになってい

るところとか、資材置き場の名目でがらくたが置かれているところなど、そういうのがい

っぱい出てきているのを見かけます。 

 都市側のニーズとして、宅地化する農地が有効に宅地化されている時であれば、それな

りに宅地化する農地ということの意味があると思うんですけれども、宅地化する農地とし

てはき出させられているのに、その農地が有効に宅地として利用されない時代状況になっ

てきたということを、データとともに入れていただけると、時代の変化というか、環境の

変化がもうちょっとリアルに見えてこないかなと思うのですが。 

 

○後藤座長 お願いします。 

 

○沼尾委員 非常に分かりやすくおまとめいただいて、ありがとうございました。細かい

ことなんですけれども、２点。 

 まず、このとりまとめ自体どこに出していくのかということと関わるんですが、資料１

－２の最初のところで機能の整理を３つに分けてあるんですけれども、私は直接農業と関

わっていないものですから、農業を身近に感じるとか、農業生産というふうに言っても、

消費者の立場からすると非常に距離感があって。それは基本法のなかでも「食料」という

言葉が盛り込まれた理由でもあると思うんですね。そうすると、こういう提案自体が、幅

広く国民に受け入れられるということを考えたとき、単に「農業生産」とか「都市農業」

という言葉だけではなくて、それが都市における食糧生産ということで、生活者の側に関

わってくるんだというようなワーディングをもう少し散りばめていく方が、説得力がある

ものになるんじゃないかと。これはテクニカルな問題です。 

 それから、２点目として、先ほど二村委員がおっしゃったところで、重要だと思ったの

は、農地が都市部において宅地化されてしまうと、再び農地に戻すのは難しいんだという、

ある種の不可逆性、ないし戻そうというときに発生するコストの問題ですね。それが非常
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に高いものであるとするならば、そこは強調していくことがあっても良いのかなと思いま

した。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 １のところについてはよろしいですか。今いろいろ出た「もう少し踏み込んで」という

点ですが、確かに(2)の２つ目の「都市農業が、都市農家の生業としての農業問題であると

同時に、都市の人々の暮しに関わる問題、都市の在り方の問題としても位置付けられるこ

ととなるよう、農業・農地と都市住民の関わりを深めていくべき」と書かれていますが、

その段階を超えて、都市のあり方の問題として位置付け、そういう位置付けの下で施策を

展開していく段階だろうと思います。関わりを深めていくべきという課題もまだ当然あり

ますけれども、もう少し踏み込んで書いた方が良いという気がいたします。 

 それでは、１のところについてはいいですかね。はい、どうぞ。 

 

○矢野委員 先ほど二村委員から出されました、農家にかなりの負担をかけながら都市住

民が農業に関わっている実情があるわけですが、(2)の２つ目の○のところで、今、座長も

言われましたけれども、単純に都市住民の関わりを深めるというと、そういう負担の下に

享受出来ている状況ではなくて、どう一緒に協働して関われるかという都市住民の意識も

必要になってくるという意味では、「主体的」という言葉で括られてはいますが、もう少

しそのあたりを負担の言葉も入れながら、分かりやすく補足した方が良いのではないかな

と思っております。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、２にいってよろしいですかね。２．都市農業・都市農地が果たすべき機能に

ついて、ここのところについて何かご意見ございますか。 

 私から１ついいですか。分かりやすい整理になっていると思います。と同時に、都市の

持っている多面的な機能を今後どういう形でより良く発揮させていくか、施策としてどう

いうふうに考えていくべきかという点から考えますと、2 の縦横の軸、その機能を発揮す

るための特別な取組が必要か必要でないかという軸と、もう一つ、その受益者が特定出来

るよう機能であるか特定できない機能であるのかという、２つの軸に立った整理が必要で

はないかと思います。 

 もう少し言いますと、多面的機能という中にも、そのための特別の取組をしないでも農

業をしていれば発揮される機能、例えばヒートアイランド現象を防ぐというよう機能は、

農業が行われていればそのための特別の労働や資本の投下がなくてもその機能は実現でき

ます。けれども、例えば教育機能とか、農園によるコミュニティ形成の機能などはそのこ

とを目的とした特別の投資と取組をしなければ十分に発揮出来ない機能です。さらに２番

目に言った特別の取組をしなければいけない機能の中にも、受益者が特定出来るような農

園機能とか教育機能のようなものと、景観を良くするために周りの有刺鉄線を植木や花に

変えていくというような取組は、その結果として実現される機能の受益者は特定出来ない。

そのような性格の違いによって施策のあり方も違ってきます。例えば特別の投資が必要な

機能であっても、受益者が特定できる農園機能とか教育機能というものは、ゆくゆくは経
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営の一つの部門として成り立つことを目指す方向で政策的支援が行われるものでしょう

し、今言った周りが有刺鉄線に囲まれているような景観を出来るだけきれいな景観にして

いこうというような取り組みは、特別な投資をしてもそのことの結果は特定の人に帰属す

るわけではありませんから、このような公益的機能については行政や農業者も含めた住民

の共同の取組を強めていかなくては発揮できません。このように都市農業にとって重要な

多面的機能をより良く発揮させるためにどういうふうに施策を展開していくかという観点

に立った時に、今言ったような多面的機能の整理が必要なのではないかと思います。 

 他には何かございますか、２について。それでは３の方に進めてよろしいですか。では、

３の多面的機能の活用に関する方針の明確化、ここについていかがでしょうか。 

 お願いします。 

 

○小林委員 大変ご苦労されてまとめていただいたんですけれども、この際、多面的機能

をもう少し皆さんに分かりやすいような形にしてもらいたいと思うんです。まず７ページ

の一番上のところに「すべての都市農地が多面的機能に貢献しているわけではない」とい

う文言があるわけですけれども、こういうものに応えていくためにも、農業をやっている

ことで得られる機能、あるいは、やらないことをやってやる機能というのが明確に出てき

ています。 

 それと、ただ抽象的なことでなくて、数字をまとめて経済的な効果もここにうたわれて

いますので、最後に加えて多様な主体が関わっていかないと多面的機能というのはうまく

いかないというようなことで、うまく多面的機能をそんな形でまとめていただくと、いろ

いろ議論していく上でも、また、市民の皆さんの理解を得ていくにも大変有効だと思いま

すので、ひとつそういうご苦労をしていただければ大変ありがたいと思います。 

 

○後藤座長 お願いいたします。 

 

○矢野委員 今のご意見につながると思うんですが、(1)の２つ目の○のところに、活用方

針とか位置付けについては、住民や農業者を交えた議論が必要と書いてあります。まさに

多面的機能が多様な主体が関わって成り立つという意味では、多様な主体の議論、それは

単に住民や農業者ではなくて、福祉関係の分野とか都市計画の分野、そういった意味では

ここは多様な主体が関わった議論ということで、最近、マルチステークホルダーが関わっ

た円卓会議が様々展開されているわけですけれども、茨城あたりはそういう実例がありま

す。 

 利害関係者、広くマルチステークホルダーが集まって、そこで方針なり、今まで１と２

のところで通してきた位置付けとか機能についての議論をした上で、どう関わっていくか

というところが大事かなと思いますので、そういう議論が必要だと思います。 

 

○後藤座長 他にどうでしょうか。お願いします。 

 

○沼尾委員 先ほどの座長の発言と非常に関わることなんですけれども。前の２の都市農

業、都市農地が果たす機能のところでは、その成果自体が公益的に幅広いものなのか、受
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益者が特定できるものかという点で、両方にかかっているのですが、その区分を意識しな

がら、後の３.多面的機能の活用に関する方針の明確化における整理を見ると、都市の農業

・農地の公益性が、保全していくことで自然に生まれるものだとすれば、各都市の方針云

々にかかわらず、どこの都市であっても一定の成果が挙がるものだということになる。他

方、それぞれの都市によって、例えばそれを教育に活用しよう、福祉に活用しようという

ような方針を明確化し、施策を推進することによって効果が上がってくるものがあるとす

ればそれは都市によって異なるものとなる。 

 そこのところの分類、整理を行わないまま、「方針の明確化」という整理をして各都市

ごとに方針を出すことを念頭に置いたとりまとめをした場合に、例えば、先々に租税負担

の話とか支援策の話が出てきたときに、それは国税の改正全体でやるものなのか、それぞ

れの自治体ごとに補助金を出すなり財政運用をやるなり、自治体の行財政運営で対応する

べきことなのか。そこの役割分担の話につながってくる問題だと思うんですね。 

 そう考えると、３番目のところで各都市がこういうふうに方針を明確化するという記述

は大事なんですけれども、それに対して国が支援することが必要だと、(2)の最後の○で国

がぽっと出てくる。そうではなくて、国全体で方針や制度を変えていくことで得られる幅

広い公益的機能もあれば、各都市が何か取組をしていくことで成果が上がる領域もあると

思うので、ここのところの整理の仕方については、前段の先ほどの座長のご提案と合わせ

て組み替えることが必要なのかと思いました。 

 

○後藤座長 他に、３について何かございますか。 

 細かいことなんですけれども、多面的機能というのは農業生産機能も含めて多面的機能

なので本当はこれでいいんですけれども、多面的機能というと、農業生産機能以外の機能

を指して一般的には使われている場面が多いように思います。そうすると５項目を並べた

ときに、農業生産ということが、この題を見たときに出てきません。多面的機能という言

葉の現状での使われ方を前提にすると、生産機能、多面的機能と、分かるようにした方が

誤解を与えないのかなと思いますがどうでしょうか。機能の発揮の箇所では農業生産の支

援ということも書かれているので、この検討会は生産機能以外のことだけを課題にしてい

ると誤解されないためにも、ここのところもそれが分かるようにしておいた方が良いので

はないかと思います。反論があるようですので、どうぞお願いします。 

 

○𡌛島委員 反論とは違うけれども、さっきも出たように生産機能というより、食料の供

給機能、こっちにする方が消費者により近い。 

 

○二村委員 先ほど申し上げましたように、昨日、一昨日と１日中田んぼにいたんですね。

田んぼですから、お米の問題となるわけですけれど、今年から国の方針が所得補償の関係

で変わって、水田農業構造改革推進協議会が地域農業再生協議会となりました。一方で、

お米の消費が減っているなか生産だけは確保しなければいけないと。これも非常に矛盾し

た話なんですけれども、ＴＰＰのことなども含めまして、現場との乖離を感じます。 

 水田の場合、これからは担い手の人たちが中心に大規模な農業をしていくことになるわ

けですけれども、コストを幾ら下げようと思っても、外国産にかなうわけがないというと
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ころがあるんです。米の消費が減っているならば、他の作物で自給率を上げるという方法

もあるわけですけれど、日本の地理的、気候的関係からするとお米が中心ということにな

ります。皆さん田植えや稲刈りというと、特別な思いで農業体験されるんですけれど、稲

作だけが特殊じゃなくて農業にはいろいろな部門があるので、多面的に一括りに自給率の

事を考えていただきたいと思います。 

 それから、田んぼにいて驚いたんですけど、ごみが非常に多いです。水田の中とか水路

にビニールや発泡スチロールなどがたくさんあります。特に名古屋市の場合、平地ですか

ら、水が流れないので、どうしても水が汚くなってしまうんです。けれども、今年はミド

リカメが異常繁殖しております。これがやたら強くて、以前だとジャンボタニシの赤い卵

がいっぱいついていたのが全くなくなっているんです。どうもカメが食べたらしいと。 

 僕も専業農家だったんですけど、最近は現場に出てなくて、この２日間田んぼにいて感

じたんですけれど、相当変化が激しいなと。環境を守ると言うなら在来種の動向なども観

察していかなければいけないなと思いました。 

 

○後藤座長 それでは、先を急ぐようで申しわけないですけれども、４の機能発揮を支援

するための措置というところにいってよろしいですか。これは２ページにわたっておりま

すけれども、この点についてお願いいたします。 

 こうやって読んでいくと都市の農家というのはいろいろなことを期待されてしなくては

いけない。大変だなと思うんですね。こういう期待に応えて農業者にきちっと農業・農地

の多面的機能を発揮してもらうためには、住民や行政と農業者の間をコーディネートする

組織とか仕組みが必要になっているのではないかと思います。 

 例えば、日野市の地場野菜を学校給食に繋げるためにコーディネーター組織を作りまし

たが、単に給食だけではなくて、都市農業に期待されている機能を発揮させるため、総合

的にコーディネートしていけるような組織や機能です。農協がそういう機能を負っていけ

ればいいんですけれども、どうもそんな状況にない。そういうものを作りそういうものと

一緒になって農業者がここに書いてあるような農業・農地のいろいろな機能を発揮出来る

ようにすることが必要ではないかと思うので、どこかに書いていただけると有り難いと思

います。 

 

○矢野委員 書いてあることはもっともなんですが、それがなかなか見えてこないと言い

ますか、様々支援すべきとか書いてありますが、具体的にそれぞれのところで取り組んで

いる事例はたくさんあると思いますし、今、座長が言われたコーディネート機能もそうで

すが、そういった先進事例を出来るだけピックアップして、見える形で全体で何を進めて

いくのか、どのようにそこを取り込んでいくのかという形のデータ整理や資料整理がさら

に必要になるのではないかなと思います。 

 

○後藤座長 いいですか。 

 もう一つだけ。防災機能というのはすごく大事になっていると思います。ただ、防災機

能といった時に、それぞれの農地は位置も面積も多様ですので、その地域の防災全体の計

画の中で個々の具体的な農地がどのような意味で防災農地として位置付けられるかという
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ことがきちっとあって、それに応じて、ここには井戸をつけなくてはいけないというよう

なことが出てくると思うんです。 

 今はまだ全ての農地と防災協定を結ぶという段階だと思うんですけれども、農地の形状

とか位置に応じて、きちっとその地域の防災計画の中にそれぞれを位置付けるということ

が前提で、その上でここに書いてあるようなことが出てくると思うので、その点も防災の

ところに書いていただけると良いと思いました。 

 では、５にいってよろしいですか。では、５にいきたいと思います。５は制度面での検

討課題ということですけれども、ここについていかがでしょうか。 

 

○𡌛島委員 いきなりウにいってもいいかな。 

 

○後藤座長 それは構わないです。 

 

○𡌛島委員 先般から税負担の公平性ということが言われて、八百屋の駐車場と農家の駐

車場、駐車場としては同じなのになぜこれに差をつけるかという話が出ているんだね。こ

のたとえが良いか悪いかは分からんけれども、車にもタイヤがついていて、ジェット機に

もタイヤがついていて、同じようにタイヤがいるのに、車はそのタイヤによって走ること

が車の機能だし、ジェット機は、タイヤは同じようについているけれども、飛ぶことが機

能を発揮することである。 

 八百屋が果たす機能と農業が果たす機能、ジェット機が飛ぶためには、同じタイヤがつ

いているのに、滑走路という空間がなければ飛ぶという機能を果たせないわけだ。同じよ

うにタイヤがついているから、その駐車場はどうか。八百屋の駐車場と農業の駐車場が一

緒じゃないのか。そのあとの機能に関してはっきり農林省が意見を言っていかんと。八百

屋と同じ駐車場に関しているだけで不公平じゃないのか。あとの機能のことをしっかり農

水省が言わないでどこが言うのかということを言いたい、前の議論の中から。 

 以上です。 

 

○後藤座長 逆に言うと、八百屋さんも本当に必要なら、八百屋さんの駐車場も今𡌛島委

員がおっしゃった農業の駐車場と同じように位置づけるという、逆の視点も必要になって

くるかもしれないですね。要するに、地域にとって八百屋という存在が必要であれば、何

もそれだけ別にしない、農業も八百屋さんも残るようにすべきという視点も出てくるかな

と思いますけど。 

 では、お願いします。 

 

○沼尾委員 今、𡌛島委員のお話を伺いながら、私は八百屋の駐車場と農家の駐車場はど

う違うのか全くわからなくて、やっぱり同じ駐車場じゃないかなと、一消費者の立場とし

ては思ってしまうんですね。今も座長からお話ありましたけれども、そこは何か違いがあ

って、何らかの公共的な価値がある、あるいは、そういう機能を果たしているんだという

ことの合意が図られるかどうかというところが、前々から申し上げているとおり非常に重

要で、どちらも非常に重要だということであれば、それはそれでそういう考え方も成り立
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つのかもしれません。 

 その場合にもう一つ申し上げると、それは税負担の軽減とか猶予という形で対応するの

が良いのか、もっと言うと補助金なり何なりでやるやり方が良いのかということを含めて、

財政を通じたある一定の政策の打ち方には幾つか種類もありますので、そのあたりを含め

た議論がこの先にあっていいんだろうと思います。 

 ただ、今回の場合、相続税の話で言うと、その相続税負担が重いために農地が売却され

て、農地でなくなってしまって、それが不可逆性を持って農地に戻すことが難しい場合に

どうするのかということだと思うんです。その時に、先ほどから都市の農業・農地の機能

というのは、食糧生産の機能とそれ以外の多面的な機能というものがあるという時に、多

面的な機能の議論であれば、先ほどのように公的に買い上げるとか他の方法も模索され得

るんだと思うんですけれども、農業生産というところをどういうふうに整理するのかとい

うあたりも重要になってくるのかなと思ったところです。 

 

○後藤座長 ５のところは(1)、(2)、(3)で大事なところがありますので、出来れば(1)、

(2)、(3)という順序で、今、(1)のところを議論していただいていますけれども、そういう

形で議論していけたらと思います。 

 今ちょうど(1)のところを議論していただいているので、(1)のところについて、６ペー

ジと７ページですが、ここについて何か他にありましたら、お願いいたします。 

 

○榊田委員 これは誤解を招く表現かもしれないなと思って読ませていただいたのが、ウ

の２つ目の○の「すべての都市農地が多面的機能に貢献しているわけではなく」という部

分です。これは、固定資産税を安くするために農地にしているだけで、何も役に立ってな

いじゃないかという声があるだろうという前提だと思うんですが、下手をすると、意欲を

持って農業生産をしているけれども、例えば最近の例で言えば、「あそこの農地は価値が

低いよね」と、そういう切り捨て論にもつながりかねない表現だなと思われます。 

 もともと都市農業をやっている方たちも、農業サイドの立場から言えば、別に彼らが変

わってきたわけではなくて普通に農業をやってきたわけですよね。普通に農業をやってき

たら、だんだん都市化が進んで地価が高騰して固定資産税が上がってきて、邪魔だと言わ

れ、今はやっぱり都市に農地は大事だと言われるけれども、彼らはただずっと営農してき

たという立場なわけですね。それが今度は「あなたの農地は多面的機能が高い」とか「あ

なたの農地は多面的機能は低い」とか、そういう切り分けをされていくことにカチンとく

る方も大勢いらっしゃるのではないかと感じます。もう営農意欲をなくされていて、固定

資産税問題だけで、ちゃんと有効に農地として利用していないじゃないかという批判もあ

ると思うんですけれども、今まで邪魔者扱いされてきて、やる気をなくさせてきた歴史が

背景にあるのも一つあると思うんですね。 

 それは横に置いといて、現状ではそうであっても、さっきの話に出たように、多面的機

能という視点で見たときに、そこの農地が潜在的に貢献という形で持っている力もあるは

ずで、これは前半にも出てきた、個々の都市でまちづくりの中で都市農業の位置付け、農

地の位置付けの議論の中で、ぜひ潜在的な部分も含めて、「今、ああいう農地だから要ら

ないよね」みたいな話にならないように、ここの表現をもうちょっと考えていただきたい
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なと感じます。 

 

○後藤座長 はい、お願いします。 

 

○加藤(義)委員 多面的機能について、私もフローチャートのグラフでご説明申し上げた

んですけれども、例えば少し奥まっている畑ですと、いざという時に逃げ込むのに非常に

使いづらい。それから、道路に面しているところと、農地によっていろいろ条件が違って

いる。これは各市町村ごとに一つの大きな面として考えて、それぞれの農地の機能全体で

見ていく必要があるのではないかと、これは前々から思っています。 

 特に果樹などがあるところは地面がしっかりしていますから、いざというときにはすぐ

使えますし、耕作をしてよく耕運しているところはやわらかいですから、いざというとき

にまずそこの地固めから始めなければならないとか、いろいろな農地によって状況が違う

ので、そこら辺を少し考えていく必要があるのではないかと思っています。 

 以上です。 

 

○後藤座長 それでは(2)の賃貸借……。あ、(1)ですか、どうぞ。 

 

○加藤(篤)委員 (1)のアの課題の１つ目の○で「都市農家の相続財産には不動産賃貸業の

敷地や屋敷地もあり」とありますけれども、都市農業というのは、農業施設用地の他に不

動産もありますが、その不動産から得られる収入によって農地を支えてきたという歴史も、

厳然たる事実もありますので、もうちょっと書きようがないのかなと思ったわけです。こ

れだったら、ふだん不労所得を稼いで、それを守るがために売らざるを得ないみたいにし

かとれないから。そうではなくて、今の人のほとんどは何とかうまい比率で不動産収入と

畑を、そういうところでうまく回した農家だけが残っているので、そういう気持ちが入る

ような書き方をぜひお願いしたいと思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、(2)にいきたいと思います。もう一つ大事な、賃貸借の促進というところでご

ざいますが、これについていかがでしょうか。 

 お願いします。 

 

○𡌛島委員 「市街化区域内農地の相続税納税猶予の特例を設ける等」でありますけれど

も、今、日本の農地、市街化区域内だけが特例で賃貸借が出来ないだけなのに、市街化区

域以外は賃貸借を促進しているわけでしょ。出来るだけするようにという方針なのに、逆

じゃないのかな。当たり前にすればいいだけの話で、特例を設けて賃貸借を出来るように

じゃない。一般はみんな賃貸借するのが当たり前になっているのに、ここだけが特例で、

古いままで残っているんだから当たり前にすれば良いだけだという。特例が逆じゃないん

ですかね。 

 同じく、イに関してもどのような条件が必要なのか。市街化区域外、普通の農地と同じ

ように扱えば良いだけだと思うんです、ここだけが遅れているだけの話なのに。これは特
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例を設ける話じゃない。特例でこのようになってしまっているんだから、遅れた。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ただ、アについて言うと、相続税の納税猶予という制度があって……。 

 

○𡌛島委員 相続税の納税猶予は調整区域でもどこでも適用されます。ただ、それを受け

なければならないのかどうか、その額によって受けている比率は少ないけれども、全農地

に関して基本的に納税猶予は受けられる。調整区域でも納税猶予は受けられます。納税猶

予を受けても賃貸借はオーケーです。それが一般なんです。この市街化区域内だけが古い

ままで残っているというだけの話です。 

 

○後藤座長 ただ、他のところは今言ったように賃貸借が行われているけれども、市街化

区域内農地は相続税の納税猶予というものとの関係ですごく……。 

 

○𡌛島委員 相続税の納税猶予という関係は市街化区域外、調整地域においても同じよう

にあります。そこでは当たり前のことになっております。市街化区域内だけが異常なんで

す。古いままで残っているということだけです。 

 

○後藤座長 そうかな、制度として古いまま残っているとか、そういう問題ではなくて…。 

 

○𡌛島委員 いや、そうです。農地法というのは、基本的に農地全部に関わるものだと思

います。 

 

○後藤座長 私の勉強不足みたいなので、もうちょっとそこは勉強させていただくとして。 

 (2)について他に何かあればお願いしたいと思います。 

 

○矢野委員 今のご議論が消費者側からは全然わからないんですね。だから、分かりやす

く資料提供をしてほしい。 

 

○沖都市農業室長 賃貸借についての様々な制度がございます。今、農地と賃貸借につい

て関わってくる制度といたしまして、相続税の納税猶予という制度が一つございます。相

続税の納税猶予を受けている農地、お父さんから息子さんが農地を譲り受けられて、引き

続き農業をされているという場合には、時価で評価をしたのでは農地が相続出来ないとい

うことで、農地としての非常に低い金額で評価した価格で相続税を払っていただいて、農

地をそのまま引き継いでいけるような仕組みがございます。 

 ただし、この制度の本則は、お父さんから息子さんが継いでいくということで作られた

制度なものですから、他の方に貸すと、そもそもの趣旨以外の使い方であるということで、

相続税を払っていただく必要がある。しかも、利子税も込みで相続時にさかのぼって払っ

ていただく必要があると。そういう仕組みになっております。 

 それについて、平成 21年度の農地法の改正と併せまして、市街化区域以外のところでは、
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「特例」という言葉でカチンとこられたようなんですけれども、特例として農業経営基盤

強化促進法という法律に基づいて、担い手となるような農家の方に貸す場合は、相続税の

納税猶予は引き続き継続出来ますと、そんな取扱いが行われることになりました。その対

象が市街化区域以外のすべての農地ということでございます。 

 市街化区域についてはそういう取扱いがその時にされませんでした。その時の考え方で

は、ちょうど都市計画制度についての議論も始まっておりましたので、そこでの議論を待

って市街化区域内の扱いをどうするかを決めましょうと、そんな整理になっていたかと思

っております。 

  

○實重農村振興局長 𡌛島委員がおっしゃっているご質問なりご意見は、相続税の納税猶

予が市街化区域内でも市街化区域外でも認められるんですけれども、市街化区域外の方々

についても、賃貸借をしたら、その制度が切れるというのが以前の整理だったわけであり

ます。それが、市街化区域外の農業者については、事情があって人に貸した場合でも相続

税の納税猶予が継続出来るということになったわけでありまして、市街化区域内において

人に貸した場合に相続税の納税猶予が継続出来ないという意味においてアンバランスが生

じているのではないかというご意見だと思いますが、それでよろしいでしょうか。 

 

○𡌛島委員 そうです。農地法自身は、基本が変わったんだから、それに伴って貸し借り

が当たり前になっているのに、農地法というのは、市街化区域内であろうが外であろうが、

それに対するいろいろな手続は別として、同じように扱われるべきものではないか。特例

として元のままに残っているだけの話じゃない、こっちが。農地法自身が変わっているん

だから。今までは自ら耕作する、これが農地法の前提だったのが、それが外れて農地を農

地として利用することが、という方に変わっているんですからね。 

 

○實重農村振興局長 現行の整理の考え方を申し上げさせていただきますと、なぜ市街化

区域の外については人に貸し借りをしても相続税の納税猶予が継続出来るようになったの

かということでございますけれども、今、𡌛島委員からご指摘がありましたとおり、農地

法に基づいて賃貸借を大いに推進していくと。それによって農地の集積を図っていく。今、

農業者の平均年齢が 66歳ということで高齢化しておりまして、全国的にこういう形での運

動を展開しているところでございます。このように賃貸借を推進していこうという考え方

をとっているところであります。そのために賃貸借をしても相続税の納税猶予が継続出来

るように変更してきたということであります。 

 一方で、市街化区域の中でなぜそれが認められていないかということでありますが、こ

こは大事なところだと思います。市街化区域の外については、農業経営基盤強化促進法に

基づく賃貸借の設定の制度の対象になっております。それに対して市街化区域の中はその

制度の対象になっておりません。農業経営基盤強化促進法の対象になるものだけが賃貸借

をしても相続税納税猶予の対象になるというような整理でございます。これはなぜかとい

うと、市街化区域内の農地は農地転用が自由だからであります。農地転用をしないと申し

ますか、市街化区域以外の農地は、農地転用許可が要ると、農地として存続するという位

置付けがもともとありますので、そこで農業経営基盤強化促進法によりまして、農地の集
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積を図っていこうと、こういう思想がとれるわけであります。したがって、市街化区域内

農地の位置付けの問題になってまいります。 

 そうは言っても、市街化区域内農地のすべてが転用自由というわけではなくて、生産緑

地であれば相続税納税猶予は認められているように、転用自由ではないという観点があり

ます。それでは生産緑地制度をどのように考えていくか、どのようにその農地を位置付け

ていくかという問題になるわけでございます。そこでまた戻ってまいりますけれども、土

地利用制度自体をどのようにしていくかということが非常に重要でありまして、ここでご

議論いただいているのも、また国土交通省さんでご議論いただいているのも、そういった

観点からだと思っております。 

 国土交通省さんから何か補足ありましたら、お願いしたいと思います。 

 

○𡌛島委員 そのために緑農地制度というのを、施設も含めて農地としてということを提

案しているのであって。緑農地、生産緑地というのは転用自由じゃないんだから。 

 

○實重農村振興局長 生産緑地制度をどのように考えていくかということと関わりますの

で、ここはぜひ国土交通省さんからもコメントをいただければありがたいと思います。 

 

○国土交通省 国土交通省です。生産緑地は、市街化区域内で保全すべき農地について、

都市側の要請から一定の行為制限をしていくことで保全をする農地という位置付けになっ

ているところでございます。 

 ただ、こちらでいろいろご議論いただいておりますとおり、都市農地の問題、「都市農

地」という言葉自身をご議論いただくときに、保全すべき農地として位置付けた生産緑地

と、その道を選ばなかった、宅地化の道を選択された農地が混ざった議論になる場面がご

ざいます。 

 

○𡌛島委員 選ばなかったではなくて、選べなかった部分もあるわけ、生産緑地には。 

 

○国土交通省 都市農地の保全について、生産緑地地区制度により都市側の施策として入

口が設けられた形ですが、そこに付随する税の議論はまた別の観点からの議論がどうして

も必要になってくる。そこのすき間をどう埋めるかというのが今の議論の中心になってく

るかと思っております。 

 

○後藤座長 今の議論を聞いていると、「特例」という言葉が適切かどうかということが

ありそうな気がするので、そこの部分も含めてここのところは理解を深めた上で、「特例

を設ける」という言葉自身は考えた方が良いのかなという気もしますので、ご検討いただ

きたいなと思います。 

 

○加藤(篤)委員 今の賃貸借の問題なんですけれども、実際に地方で一生懸命やっている

農家の友達に聞きますと、非常に活性化してきたと。農業法人にして若い人が、給料も高

くないけれども、どんどん入ってきて盛り上がってきたという話も聞きます。だから、賃
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貸借がいいことは分かっているんですから、都市農業の中でも貸し借りが出来るような方

策をとれれば、資料１－２の５ページなどはより充実してくるわけで、制度上出来ないの

ではなくて、出来るような方策を何とか知恵を出していただかないと、やっている意味が

ないと思うんです。よろしくお願いいたします。 

 

○小林委員 賃貸借は後継者の問題にも関わってくるんだろうと思います。農業振興上一

つの大きなポイントだろうと思うんです。さっきの局長さんの説明にあるように、農地法

を改正したというのもその辺に意図があるんだろうと思うし、不耕作地の解消とか自給率

の向上とか何にしたって、後継者がないことにはそれはあり得ないわけですから。市街化

区域内でも後継者をどんどん育てていくために賃貸借は絶対ないと農業の振興には欠かせ

ない問題だと思います。この検討会の中でも議論の一つの大きなポイントだと思いますの

で、その辺も配慮した記載が必要ではないかと思っています。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 はい、どうぞ。 

 

○沖都市農業室長 賃貸借の関係で皆様からご意見をいただければなと思いますのが、私

の方でいろいろな方に賃貸借の話を伺いますと、「借り手はいっぱいいるんだ、借りたい

人はいっぱいいるんだけれども、貸す人がいないよ」と言われることが多うございます。

わざわざトラブルに巻き込まれるようなことをしたい人がいるわけないじゃないかという

のが典型なんですけれども。出し手対策という意味でどんなことが必要かというのが、実

効性のある施策を組もうと思うと大事だと思うんですけれども、そのあたりで何が出来る

かということについて皆様からお知恵をいただければ、また内容も深まっていくと思うん

ですが。 

 

○加藤(義)委員 そこは宿題にさせてください。 

 

○小林委員 重要な財産と言いますか、所有権が伴っているもののようですので。しかも

また借りる方も１年や２年のスパンで借りても意味がないので、少なくとも 10 年とか 15

年という長期にわたっての契約になるだろうと思うんです。だから、そこはしっかりとし

た、例えば行政が入るのが良いのか、農協が入るのが良いのか知らないけれども、行司役

と言いますか、それを確認して将来にわたってきちっと後見人として役割を果たす、そう

いう機能をまずきちんとすることが大前提にあるような気がするんです。 

 それから、賃貸借もいろいろなケースがあるから、そういうもののＰＲとか、借りる方

も貸す方も、もっと突っ込んだ議論をするためにも、こういうものはこういう形の検討会

に載せていく必要があるような気がします。 

 

○安藤委員 時間が迫っている中での発言で大変申し訳ございませんが、小林委員から話

がありました後継者の問題が都市農業の場合は非常に大きいと思います。今の制度だと、

その家の跡継ぎの方が農業をしない限り農地はなくなってしまいます。この農地を賃貸借
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にのせることで、いろいろな人たちが農業に参加出来るような仕組みを作ることができれ

ば、たとえその家の後継者の方が農業をされなかったとしても、農地は残っていくと思い

ます。農地の所有者が耕し続けなければならないという関係を断ち切れるようにしていか

ないと、耕したいという意欲にあふれた都市住民のニーズに応えることは出来ないのです。 

 市街化区域の外、農振農用地ということになるでしょうが、ここはゾーニングの枠もか

かっているので農業経営基盤強化促進法の対象となり、農地の貸借、正確には利用権設定

は可能だということなのだと思いますが、市街化区域の中についても、生産緑地について

はかなり長い年数の、いや、長い年数どころではなく、相続人一世代にわたって農地とし

ての利用が義務付けられていますから、それと農振農用地は「等価」とまでは言えないか

もしれませんが、実質的に同じものだと考えていただければ、農業経営基盤強化促進法の

適用も可能になるのではないかと思います。 

 ただ、その場合も、担い手の要件の問題が生じるかもしれません。本当にわずかな面積

を借りたいという人たちを制度上、農業経営基盤強化促進法の中にどのように位置付けた

らよいのか、それにはどういうやり方があるのか、といった点は検討しなければならない

とは思いますが、いずれにしても今の税制と都市農地・市街化区域内農地が置かれている

制度的状況は、後継者の方が農業をやらなければ農地はなくなることになっていますので、

その点を楽にする仕組み、すなわち、生産緑地に指定されて転用できなければ利用権を設

定して貸し付けることができるようにすることが重要だと考えています。 

 以上です。 

 

○後藤座長 事務局の発言は、大きな方向としては、賃貸借を進める方向で物事を考える

というふうになっているんだけれども、そういう制度を作ったときに、それを十分活用出

来るような出し手が出ているのかどうか、そこの問題があるので、イの検討の②にあるよ

うに、土地所有者の意向を十分踏まえた上で、実効性のある制度に組み立てて発足する必

要があるということなのですね。宿題だと言われたので、その辺は現場の方でも十分話し

ていただいて、どんな仕組みを作れば本当に実効性のあるものになるかということを検討

していっていただきたいと思います。 

 ちょっと不手際があって時間がきてしまいましたが。 

 

○𡌛島委員 ちょっとだけ。先ほど小林委員からありました、どこに預けて、誰が責任持

って元の地主に返すかというのは、市街化区域内以外はほとんどあると思うんです。我々

のところでは農地銀行という形で、行政が責任を持って元の持ち主に返す。行政が責任を

持つということで、出し手の方は農地銀行へ一たん預けて、それを借りたい人が借りる、

10 年なら 10 年、20 年なら 20 年という契約の下に。20 年後の契約が切れるときには行政

が責任を持ってそれを元の持ち主に返すということが出来上がっております。 

 

○後藤座長 すみません、時間がきてしまいましたけれども、９ページの(3)もすごく大事

なので、最大限 10分間に限って延ばさせていただきたいと思います。(3)の土地利用計画

制度について何かご意見がありましたら、お願いしたいと思います。 
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○矢野委員 先ほどの物納のことで、局長は市街化区域内の農地の位置付けを検討する課

題だとおっしゃいましたけれども、それはここの土地利用計画制度の中では課題としてど

ういう書き込みになるのか。もしまだ書かれていないであれば、そこを明記してほしいと

思います。 

 

○後藤座長 多分この中の一つの議論だと思いますが。 

 

○沖都市農業室長 １つ目のポツで、個々の農地を見て、本当に残すべきもの、それから、

それほどでもないけれども、出来るだけ残すべきものと濃淡分けをした上で、それぞれに

ついて必要な規制を考えていってはどうかというご提案がございます。あるいは、緑農地

制度というのもそういうものに当たると思いますけれども、そういう制度を考えていくと

いうことかと思います。 

 

○實重農村振興局長 ちょっと言葉足らずかと思いますので、今のご指摘で文章は直した

いと思います。𡌛島委員から緑農地というご提案があるのも、今、都市計画制度の中には

「農地」という言葉がないんです、「生産緑地」という言葉はありますけれども。だから、

緑地という位置付けはあっても、食糧を生産する農地という位置付けがないんですね。こ

こでは「積極的に位置付けるべき」という表現がちょっと分かりにくいと思いますので、

そういった表現について国交省さんとも相談して検討したいと思います。 

 

○𡌛島委員 今の考え方に基づくならば、生産緑地に農地も含めるならば、下限面積の緩

和ではなくて、撤廃で良いと思うんです。農地は何㎡であっても利用価値があれば農家が

農地として利用すれば良いものであって。 

 以上でございます。 

 

○二村委員 生産緑地法について、前の会議でも発言させてもらったんですけれども、も

ともと私どもの地域の農地は単位面積が非常に小さかった。それが 500㎡以上でなければ

いけないと言われたということが一番ネックだったかなと思います。それを２人、３人で

合筆で受けて、最近困っている。 

 もともと、首都圏の単位面積の大きい地域をベースにして出来た法律ということかなと

いう気はするんですけれど、平成４年の時点で理解ができなかった。急に三大都市圏だか

らこういうことになりますよ、30年間営農をできそうな人は手を挙げてくださいみたいな

事だった。その時に 60歳だった人はもう亡くなられている方もいらっしゃる訳です。もう

少し時間をかけて説明してもらえると良かったかなと思います。 

 とにかくこの話で、区役所や農協で説明会や検討会がたびたびありましたが、説明する

側も聞く側も将来の事が描けずに、税金が安くなるんなら受けちゃえという短絡な発想で

決断した方も多いと思います。20年も経ってからやっと「そういうことだったの」という

思いに至っているというところもあります。 

 この検討会はこれからを目指してやっていると思うので、今までよりもっとしっかりし

た考え方で都市農業に取り組まねばならない。アパートなら造って貸すけど、農地は貸さ
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ないみたいな利己主義ではなく、社会全体で都市農業を守れる道しるべのようなものがで

きればいいなと思います。 

 

○後藤座長 他に(3)のところに何かご意見ございますか。 

 よろしいですか。 

 この検討会は終わりに近づいてきているので、今日はいろいろ議論いただいて良かった

と思いますが、ご予定のある方もいらっしゃったと思いますが時間が予定をオーバーして

しまいすみませんでした。これでよいということであれば、今日の議論を終わりにさせて

いただきたいと思いますけれども、いいですか。 

 

○實重農村振興局長 締めに当たりまして一言申し上げます。今日は本当に踏み込んだ深

い議論を頂戴いたしました。また、これが多岐にわたっております。一つは、データや資

料を整理して、それを調査、分析すべきであるというご意見もありますし、もう一つは、

農業者に対するご支援はもとより、住民、消費者の方、関係のステークホルダーの方々、

それから、行政との連携、さらにコーディネーター、こういった支援に係わるご意見を頂

戴いたしました。そして、税や土地利用制度に関わる制度の問題、このように多岐にわた

っていると思います。 

 項目は整理してきたつもりでございますけれども、まだまだ不十分なところがございま

すので、今日のご意見を踏まえてまた再度論点を整理させていただけばと思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、これで終わりにして、事務局にお返しします。 

 

○田中都市農村交流課長 皆様方には、長時間にわたり深い議論をいただきまして、本当

にありがとうございました。 

 本日、皆様方から提起されましたご意見につきましては、いつものとおり議事録として

農水省のホームページで公開を予定しております。これまでと同様に全員にご確認いただ

きたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 次回の開催でございますけれども、委員の皆様方の日程を調整させていただいていると

ころでございまして、改めてご案内申し上げたいと思っておりますので、よろしくお願い

いたします。 

 また、席上に過去の検討会のファイルをご用意させていただいておりますけれども、そ

のままにしていただければありがたいと思っております。 

 それでは、以上をもちまして閉会とさせていただきます。本日はどうもありがとうござ

いました。 

午後１２時０７分 閉会 

 


